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１．はじめに 

 まず初めに、私、石川県の出身でございまして、今

日、北陸信越地区の工学系の大学の先生方とお話を

できる機会、非常に楽しみにしていました。 

 私の説明の中でもいろいろご質問ですとか、各大

学の状況についてもいろいろ教えていただけるとす

ごくうれしいなと思っております。 

 まず、話に入る前に、昨年度から新型コロナウイ

ルス感染症が非常に拡大をしていく中で、特に工学

系、実験、実習がある領域だと思いますが、学生の学

びを止めないということでご尽力いただいて、また

ご自身の研究も含めて教育研究にご尽力されている

ことに対しまして、この場を借りてお礼を申し上げ

ます。 

 今日、コロナ禍でいろいろ経験されたことが各大

学の先生方からも、ある意味ポジティブ、前向きに

捉えて、コロナ後の大学教育がよりよい機会になる

ように、今日のシンポジウムもぜひ盛大になること

を祈念し、まず私のほうから理工系人材育成を取り

巻く動向とスキームDの取組についてご紹介をさせ

ていただきます。 

 今日は２つ、スキームD というタイトルでしたけ

れども、理工系の関係についても状況についてお話

をさせていただければと思います。 

 

２．工学教育の歴史 

 まず、理工系人材育成を取り巻く動向ということ

で、工学教育と言われているものについての主な歴

史を挙げております。 

 先生方には釈迦に説法でございますけれども、古

くは工部省「工学寮」というところで、1871 年から

工学教育が開始されたと言われています。ここは今

も続く土木、機械云々というところの７つの領域が

まずはスタートという形です。そういう意味では、

工学教育、非常に分野も多岐にわたりつつ、非常に

歴史のある分野です。ただ、時代の変遷とともにそ

れぞれの内容については当然高度化されているとい

うことを理解しております。 

 その後、1951 年の使節団の報告書によると、「工学

教育は一つの広い一般的産業の内の狭い分野におけ

る専門化を避けるべき」「工業的問題の解決と同時に

経済的な解決が必要」と。この言葉は非常に堅い印

象ですけれども、まさに今言われているようなこと

が約70年前からも言われている。そういう意味では、

情報工学教育も含めて、社会との接続ですとか、あ

るいは専門分野に閉じない高度化みたいなところは

過去からも非常に言われておりますし、今もそのい

わゆる期待というものは高まっているということを

改めて確認できるのではないかなというふうに思っ

ております。 

 その後、1960 年代に入りますと工学部の新設、私

立大学を中心に非常に増えてきている。その背景と

いたしましては、いわゆる国民所得倍増計画という

ところで、やはり技術者が非常に不足するであろう

という中で、政府全体としてもこういう機運が高ま

っていく。その後、高等専門学校の創設にもつなが

っていくというような歴史があります。 

 後ほど触れますけれども、今の所得倍増みたいな

話ですとか、科学技術立国というようなものは政府

全体として言われておりますので、まさに 60 年前の

ムーブメントが今も少し起こり始めているというこ

とも背景としてはあるのかなと思っております。 

 その後、いろいろと書いてありますけれども、直

近でいうと2018年に工学分野のいわゆる縦割りの見

直しみたいなところについての設置基準の改正とい

うものもスタートしている。当然その中にいろんな

産業人材や情報の分野ができているというところが

変遷の中であります。 

 ここで申し上げたいのは、歴史は繰り返すという

わけではないですが、やはりその都度その都度のい

わゆる根幹になるようなところというものは今も同

じ考え方があるということをこの資料ではご紹介さ

せていただきました。 



 

 

 

 

資料 1 大学の工学教育の主な歴史について 

 

３．理工系人材育成を取り巻く動向 

 では、今どういう流れがあるのかというところを、

これはこの３月に閣議決定されております第６期科

学技術・イノベーション基本計画のポイントをまと

めたものになります。 

 現状認識はここに書いてあるとおりですが、経緯

としては科学技術基本法というのが何十年ぶりかに

改正されまして、その中に人文・社会科学というワ

ード、イノベーションの創出というワードが入りま

した。そこでこの基本計画もイノベーションという

ワーディングが入っているわけですけれども、やは

り科学技術の力、かつそれは自然科学分野だけでは

なくて人文・社会科学も含めた総合知という言葉が

使われておりまして、そういった中でイノベーショ

ンをどう起こしていくかというところがこの基本計

画では非常に期待がされております。 

 現状認識、ここにコロナの話ですとか、いろんな

ITプラットフォーマーのいわゆるGAFAが独占して

いるとか、そういった中で日本としてどういう強み

を発揮していくのかというところを考えていくとい

うことがこの基本計画に述べられている内容になり

ます。 

 下段、我が国が目指す社会、Society 5.0 は実は第５

期の科学技術基本計画の中に初めて出てきた言葉で

ございまして、それを踏襲する形で持続可能性の確

保、ここはいわゆる地球環境ですね。そういったと

ころの持続性、かつ強靱性の確保ということで、こ

こは安全・安心みたいなところも入っています。 

 さらに、右側に行きますと、人の豊かさ、人間の価

値の多様性みたいな、そういったところのソフトな

面を含めたものを Society 5.0 の目指すべき姿という

ことで、この社会を実現するためにどういうことを

やっていくのかというのが下段に書いてある３点が

この基本計画の中には位置づけられております。 

 

資料 2 第６期科学技術・イノベーション基本計画のポイント

（１） 

 

 この基本計画に書いてあるのは、往々にしてこの

第６期の５年間に、政府全体として取り組むべきこ

とが網羅的に記載されているわけで、既に始まって

いるような内容もここには書かれております。 

 ちょっと赤囲みに囲ってあるのがポイント、関連

するようなところになりますが、１つ目が、持続可

能で強靱な社会への変革の中に、デジタルを前提と

した社会構造改革。これはいろんな行政のサービス

も含めてデジタル化。デジタル庁ができましたので、

そういった動きもある中で、デジタルをつくる人も

当然必要ですし、それを使いこなす人も当然必要だ

というところで全ての大学・高専の学生が数理・デ

ータサイエンス・AI 教育を履修できるような、これ

は後ほど説明しますがプログラムの認定制度という

ものを開始していくというものになります。 

 一方、(2)ではカーボンニュートラル、これはもう

私が霞が関にいて、経産省の資料にも内閣府の資料

にも間違いなく今出てくるワードになっております

ので、いろんな研究費も含めて CN の取組というの

はすごく多分フォーカスされていると思います。そ

れを専門にやられている先生と、恐らく関連領域で

いろいろ研究されている先生も多数いらっしゃると

思いますので、そういった研究の進行とともに人材

育成もしっかりすべきだというところは非常に最近

言われております。 

 私の素人視点的には、CN の人材育成ってどんな人

材なんだろうというのはなかなかまだ解が見えない

ところでございますけれども、実際研究していく中

で社会に必要な人材養成というところは非常に注目

されるのではないかなと思っております。 

 最後に、右下の人材育成というワードが重要なポ



 

 

 

イントになっておりますけれども、すごく今フォー

カスされているのは初等中等教育段階からの理数系

教育の充実というのが言われています。ここも後ほ

どの資料に出てきますけれども、やはり科学技術、

自然科学分野ですね。それを専攻する大学生は非常

に少ないというようなエビデンスが示されて、科学

技術立国日本を支える人材をしっかり育てていかな

くてはならないと。そういう意味では、初中の段階

でまず算数、理科が楽しいと思う、そういった取組

をして国際的に遜色のない割合にしていくことです。

国際的に遜色のない水準は、いろんな統計のデータ

ありますが、大体三、四割ぐらいということを目指

していこうというのがここでは言われております。 

 ここで大学は何ができるのか、あるいは高専は何

ができるのか、小中学校でどう取り組むのかという

ところが非常に大きな課題となっておりまして、実

際この科学技術・イノベーションというのはCSTI と

いう総合科学技術・イノベーション会議というのが

ありまして、その中には初中段階の理数教育のテー

マでかなりワーキングでも議論されていますので、

そういった資料もホームページにも上がっておりま

すので、ぜひお時間あるときにはどういう状況にな

っているのか、逆に初等中等教育段階からの教育を

していく上で大学がどう関与できるのかというとこ

ろもぜひウオッチいただければありがたいなと思い

ます。 

 STEAM 教育というワードはすごく今盛んになっ

ています。それが専門教育なのか、いわゆる幅広い

リベラルアーツ的な考えなのかというところはある

と思いますけれども、工学部の先生方がキーマンに

なることは間違いないかなというふうに思っており

ます。 

 

資料 3 第６期科学技術・イノベーション基本計画のポイント

（２） 

 

 この理工系人材の育成に対しての注目が高まって

いますという紹介になります。毎年、いわゆる骨太

の方針と言われているものが概算要求の前に閣議決

定されておりますが、本年度の閣議決定された分に

載っているものに、ちょっと関連するところを読み

ますと、「高度人材教育や起業家教育を強化するため、

企業等と連携・協働した教育プログラムの実施、大

学の学部段階における文理融合教育を推進する」と

いったことが書かれております。 

 今日は福井大学にお伺いしておりますけれども、

企業等と連携した活動を非常にアクティブに行われ

ているというお話も伺っております。各大学もかな

り起業家の教育とかも進んでいると思いますので、

ぜひアカデミアプラスアルファの実社会への人材養

成というところは引き続き実施いただく必要がある

かと思っております。 

 また、女性の活躍について、ここも最近、政府全体

で非常にトピックとして扱われているものになりま

すが、理工系の分野における女子学生の割合を増や

すというところを目標的なところとして掲げ、それ

に向けて STEAM 教育拠点を整備するとか、キャリ

アパスを実感できるような取組を総合的にやってい

くということが示されております。 

 ここはいろんな JST の事業等々ございますし、内

閣府の男女共同参画局のほうでも取組をしておりま

すが、ぜひここら辺も意識した形で学部教育、修士

課程等の教育を考えていただければというふうに思

っています。非常に注目が高まっています。 

 

資料 4 注目される理工系人材の育成（１） 

 

 さらに、これは岸田内閣ができたときの総理の所

信表明演説でお話しをされた内容で、新しい資本主

義というのが会議体としても立ち上がっております

が、「成長戦略の第一の柱は、科学技術立国の実現で

す」ということを明言されております。 



 

 

 

 その中のワンフレーズで、「学部や修士・博士課程

の再編、拡充など科学技術分野の人材育成を促進し

ます」というような発言もされています。ここの再

編、拡充というところは大学の文系が多いというよ

うなところも念頭にありますけれども、先ほど言い

ました裾野をどう広げていくかというところが非常

に大切だよねという60年前の考え方というものが述

べられているのかなというふうに個人的に理解をし

ております。 

 

４．理工系人材育成に関する取組 

 こういった科学技術立国あるいは理工系人材への

期待というところで、どういった制度あるいは予算

に取り組んでいるのかというのをご紹介させていた

だきます。 

 

資料 5 注目される理工系人材の育成（２） 

 

 大学における STEAM 人材の育成についてです。 

 ここは、これまでの最近のトピック的なところに

なりますけれども、上に書いている考え方、Society 5.0

の実現ですとか、専門知識と俯瞰的な汎用性の能力

を持って科学技術の新たな発展に資する STEAM 人

材の育成が必要です。 

 そのため、組織的な見直しができるようにという

ところで大学の設置基準を改正していくというよう

な資料になります。 

 １つ目の例が縦割りを排した課程制（工学分野の

特例）ということで、平成30年に改正しております。

従来のイメージと新制度のイメージということで、

これは少し古い話で、学科ごとの縦割りの構造、煙

突型と言われているような仕組みかもしれませんが、

それを柔軟な課程制という形で見直すことができる

ようにしたということです。 

 既に工学部内で１学科に大くくり化して取り組ん

でいる大学もあるでしょうし、既存の学科の中であ

る程度横断型の教育課程を編制して取り組んでいる

大学もあろうかと思います。ここは一つのオプショ

ンとしてこういう課程を置くということができるよ

うにしたというような内容になっておりますので、

実は既存の学科体制で教育課程をしっかり考えるの

であればできなくはないんですが、ある程度教員の

エフォートみたいなところを工夫できるような対策

として設置基準を改正しているものになります。 

 上は工学分野に閉じたものですけれども、下段の

学部等連係課程実施基本組織という、なかなか組織

という言葉も分かりにくいんですが、これは既存の

学部、学科を新たに設置するのではなくて、教育プ

ログラム単位で、箱としてはバーチャルなのかもし

れませんが、教育プログラム、科目群の集合体とし

て学位のプログラムをつくれるようにしたというも

のがこの下段のほうになります。 

 例えばというふうに書いておりますけれども、工

学系と経営が連係してビジネス的な感覚を持った技

術者を養成していくというところをできるようにす

るというようなものになります。 

 ここは大学院レベルでは少しずつ設置、学位プロ

グラムとして設置される動きがありますが、ここも

ある程度それぞれの学部、修士課程の専門性とより

学際的なプログラムというところの色が強くなりま

すので、ある程度学位プログラムとしてしっかりと

科目群をそろえていただくということで、ハードル

が学部だと高いのかなという印象を受けてはいます

が、弾力的な組織という考え方でこういう制度も活

用できるのではないかなというふうに考えておりま

す。 

 実はこれ、どのぐらい進んでいるのかという事例

を集めているんです。工学分野のくくりはまだ本当

に片手ぐらいですし、学部等連係課程は２つぐらい

という、なかなか制度としての広がりはまだ見せて

おりませんが、実際取り組んだところの成果、状況

を聞きながら、引き続き好事例を周知していきたい

というふうに思っております。 



 

 

 

 

資料 6 大学における STEAM人材の育成について 

 

５．デジタル関係の制度・予算 

 次に、科技・イノベ基本計画にもありました数理・

データサイエンス・AI 教育の認定制度がどこから来

ているのかというのが AI 戦略 2019 から来ているも

のになります。 

 その中で今取り組んでいるのが一つ、認定制度・

資格の活用というところで、大学等の優れた教育プ

ログラムを政府が認定する制度を構築し、既に今年

度から実施しているものになります。 

 また、上のほうにAI×専門分野のダブルメジャー

の促進というところもこのAI 戦略で言われ、ここは

予算の仕組みも今検討しているところになります。 

 

資料 7 AI戦略 2019【教育改革に向けた主な取組】 

 

 この予算の仕組みとして、令和４年度の概算要求

の資料になりますが、デジタルと掛けるダブルメジ

ャー大学院教育構築事業、通称Ｘ（クロス）プログラ

ムという事業で概算要求をしております。今まさに

最後の予算の編成の調整中でございますが、事業と

しては何とか成立させたいというふうに考えており

ます。 

 事業の背景・課題は、ここに書いておりますが、医

理工農などの自然科学分野に加え、いわゆる人文社

会系分野においてもデータサイエンス、コンピュー

タサイエンスの素養への需要が増加しているので、

産業界からのそういった声を背景にしております。

そういった専門分野とデータサイエンスを修めた修

士、博士、大学院レベルの高度人材を輩出していこ

うということが狙いとしています。 

 事業概要をここに書いていますが、工学部でデー

タサイエンティストを養成するというよりも、むし

ろ人文社会系の専門分野にそれを掛け合わせるとい

ったことが事業の狙いとしてございます。 

 人社系プログラム（経済、経営、公共政策など）へ

の適用を重視というところがそこのポイントかなと

いうふうに思います。 

 ただ、そこだけでこの掛けるプログラムは難しい

と思いますので、理工学系等、情報系等の連携とい

うものを推奨するというようなものが事業概要の内

容に入っています。これは概算要求時点の資料にな

りますので、予算編成過程あるいは来年度の実際の

公募等があった場合には当然その内容については少

し見直しがされるかなと思いますが、狙いとしては

大学院レベルでの人文社会系のダブルメジャー、高

度化というものが背景にあるということで資料とし

てつけております。 

 

資料 8 デジタルと掛けるダブルメジャー大学院教育構築事業 

-Ｘ（クロス）プログラム- 

 

 次に、認定制度のご紹介になりますが、今年度か

ら実施しておりまして、78 件の認定をしたところで

す。本日ご参加いただいている幾つかの大学も今年

度の申請を出していただいて認定されているところ

もあるかと思います。 

 恐らく工学部の先生方が中心になって、全学的に

そういうプログラムをされているかなというふうに



 

 

 

思っておりますので、次、認定された後の実践とい

うところも引き続きお願いしたいと思いますし、国

立大学は基本的に全て認定されるべきだという想い

も実はありますので、まだ申請していない大学です

とか、準備がまだできていないような大学がもしあ

りましたら、ぜひ前向きなご検討、申請をお願いし

たいなというふうに思っております。 

 まずはリテラシーレベルから開始しておりますが、

応用・基礎レベルというものも今認定プログラムの

制度化について検討しておりまして、来年度からそ

の認定制度が始まるということになりますので、国

立大学はいわゆる幅広いリテラシーも大切ですが、

むしろ応用・基礎というところのいわゆる高度化み

たいなところで取り組んでいただいたほうがいいの

かなというふうに個人的には思っているところであ

ります。 

 ただ、その認定制度の全容が実はまだ検討段階で

明らかになっておらず、大学にはいろいろご迷惑、

ご心配おかけしているかと思いますけれども、３月

ぐらいには何らか出てくるのではないかというふう

に考えております。 

 

資料 9 数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度

（リテラシーレベル）概要- 

 

 もう一つ予算の事業として、今年度の補正予算案

で計上しているものが資料のとおりです。 

 ここもデジタルと専門分野の掛け合わせによると、

専門教育課でこのワードがはやっているのですが、

いわゆる理工農系をターゲットにしています。 

 この背景としては、補正予算で金額も大きいので、

教育プログラムの構築というものが狙いにありつつ

も、事業目的に書いてありますけれども、いわゆる

教育、学生の実験・実習における設備の DX 化とと

もに、そういった DX 設備を整備することによって

その専門分野特有のデータというものを理解して活

用でき、それを社会においても実践できるような人

材育成をしていくことを目的としています。 

 事業内容としては産業界との連携というところも

少し念頭に置いております。実際に産業領域でどう

いう DX が進んでいるのかというところも当然理解

した上で、実際の教育課程に落とし込むということ

が狙いにあります。それをやる上での教育設備が、

設備全体が老朽化していると思いますけれども、そ

れに合っていないような設備であれば、それを更新

することによって新たな教育ができるようにしまし

ょうというところになりますので、設備の中身自体

は自由で制限はございません。あくまでも専門領域

での DX 人材をつくっていく。その上で、産業界と

の連携、連携の度合いは各大学のご検討かとは思い

ますが、そういったニーズをちゃんと酌んだ上で取

り組むものを対象にしていきたいと思っております。 

 具体的な取組例は、これはなかなかアイデアとし

て思いつかないんですけれども、例に掲げてある領

域に特化するものでは当然ありませんし、それぞれ

の地域あるいは大学等の状況によっていろんな提案

があるかというふうに思っております。 

 この事業は補正予算ですので、年度内には選定ま

で行う予定で、早ければ 12 月下旬から公募開始、遅

れると１月初旬から公募で、１か月の申請期間とい

うようなスケジュールを今考えております。 

 また、内容についても外部有識者の委員会でいろ

いろ検討いただいていますので、少し変更すること

もあるかと思っています。 

 

資料 10 デジタルと専門分野の掛け合わせによる産業 DXをけ

ん引する高度専門人材育成事業- 

 

６．理工系を取り巻く課題 

 少し色を変えたお話になりますが、先ほど理系の

女子を増やすというようなお話がありましたが、工

学系学部の入学者の男女比、大体肌感覚でこんなも



 

 

 

のかなと先生方も思うところかと思います。これも

先ほどもちょっとお話ししたときに、建築系だと女

性の割合が少し増えたりとか、電気系だと少ないみ

たいな、学科によっても異なりますが、全体平均と

してはやっぱり女性の割合は低いというような状況

です。 

 

資料 11 工学系学部入学者における男女比 

 

 この資料は、文理志向の変化ということで、これ

は CSTI の会議で出された資料ですけれども、中学校

の段階で理系志向は増えていません。文系志向が増

えますというエビデンスがありますので、男子学生

も理系志向はそんなに多くないです。そういう意味

では、ここの裾野をどう広げていくかということが

恐らくこれからの科学技術人材を育成していく上の、

大きな課題になっております。 

 

資料 12 文理志向の変化 

 

 文科省の取組でも、左下にあるような SSH の支援

や、ジュニアドクターで小中学生に対する事業、右

下には女子中高生の理系進路選択支援プログラムも

進めております。 

 

資料 13 科学技術・イノベーション人材の育成・確保 

 

 最後に、18 歳人口の将来推計を挙げているんです

けれども、理系の女子学生をどう増やすかだけでは

当然ないと思います。どんどん人口が、恐らく 18 年

後には70万人とかという世界がもう現実味を帯びて

おりますので、この中でやはり科学技術人材をどう

確保していくかが課題です。先ほどのデータにあるよ

うに、3 割しかそれを選択しないのであれば、そこは

どんどん先細りしていくという危惧をしております

し、そういった人材を絶対輩出していかないといけ

ないというところで裾野の掘り起こしというものを、

こういった人口データ等々も通じてうまく取り組ん

でいる事例を共有、横展開していくことをお願いし

たいと思いますし、文科省としてもぜひそういうい

い事例があれば教えていただきたいと思っています。 

 
資料 14 18歳人口（男女別）の将来推計 

 

７．スキーム Dの取組 

 本日主題のスキームDに入るところなんですけれ

ども、教育再生実行会議というところで提言がされ

ております。その中で、教育のデジタル化によるデ

ータ駆動型の教育への転換ですとか、あるいは企業

との連携により質の向上の取り組む、大学間や教職

員間でノウハウ共有というところが示され、デジタ



 

 

 

ルを活用した大学・高専教育高度化プラン、いわゆ

る Plus-DX というものとスキーム D というものが具

体的な取組として実施されています。 

 

資料 15 教育再生実行会議 第十二次提言（抜粋） 

 

 こちらは昨年度の補正予算で実施した Plus-DX 事

業になります。 

 

資料 16 デジタルを活用した大学・高等教育高度化プラン 

 

 これがスキーム D の取組の概要図でございます。 

 

資料 17 スキーム D概要 

 

 この資料は総論の資料になりますが、スキーム D

ができた背景は、先ほどの教育再生実行会議の提言

にもある、With コロナ／After コロナにおいてサイバ

ーとフィジカルの教育、遠隔、オンライン教育も含

め、こうした技術をうまく使った教育をしていくこ

とが重要だろうということが背景としてあります。 

 

資料 18 スキーム D背景 

 

 こちらは少し古い資料ですが、昨年、コロナがす

ごく大変だった時期は、やはりオンラインの授業が

多かったわけで、８割ぐらいがほぼほぼオンライン

だったというような回答がございます。 

 

資料 19 オンライン授業の割合（R2年度後期） 

 

 オンラインの教育効果については、まだ十分な検

証がされているわけではありませんが、やはりいい

面もたくさんあった。「自分のペースで学修できた」

ですとか「自分の選んだ場所で授業を受けられた」

という意見があります。学生と話すと「２倍速で見

ています」みたいなそんな声も。うまく時間あるい

は場所みたいなところの利便性は非常に高いという

ような結果が出ております。 



 

 

 

 実際にここにはないんですけれども、オンライン

で広く見せることによって、先生の取り組む姿勢と

かも非常に面白い授業が増えたみたいな声も一部あ

るということも聞いています。 

 

資料 20 オンライン授業の良かった点 

 

 一方で、マイナスな点としては、多かったのは肌

感覚で言うと課題が多かったという声がすごく圧倒

的に多いということと、あとは一緒に友達とのコミ

ュニケーションが少なかった点が背景としてありま

す。ここは恐らくシステム上のチャットでうまくコ

ミュニケーションを取っているような事例もありま

したので、そういった事例あるいは取組がうまく広

がっていくことによって解決するのではないかなと

いうふうに思っています。 

 

資料 21 オンライン授業の悪かった点 

 

 そういった広がりというものも含めて支援するた

めに、このスキームDというものを実施しています。 

 スキームD、Student-centeredと書いてありますが、

学生中心、学習者本位の教育をどうやっていくか、

先ほど言った学生の思い、そういったものをデジタ

ル技術を使って変えていこうというものがこのスキ

ームD の本質です。 

 
資料 22 スキーム D（Scheem-D） 

 

 スキームD の概要として、いろんな大学教育に対

して良くしたいという思いがある、アイデアはある

んだけれどもちょっと技術がどうしたらいいか分か

らない先生とか、あるいは大学教育に貢献したい企

業ですとか、あるいはパートナーあるいは連携して

やれるような人が欲しいというような方々に対して、

そのアイデアを提案してもらいます。下に緑があり

ますが、こういったいろんな事例をコミュニティの

中で共有することによって、新しいタッグをつくっ

ていこうというのが概念となっています。 

 
資料 23 スキーム D 概要（１） 

 

 イノベーションという言葉が非常に多くあります

けれども、それを起こすのはまず個からではないか

なと思います。 



 

 

 

 

資料 24 スキーム D 概要（２） 

 

 この個から始まったものをそこで終わりにするの

ではなくて、いろんなコミュニティを形成すること

によって、その価値を最大化していこうというよう

な形で、スキームD として何をやっているかという

のが、いろんなアイデアを持つ方々がピッチ、いろ

んな提案をしていただいて、それに添うような企業

あるいは仲間をマッチングし、それで実践をしてい

ただく、この過程の中でコミュニティをつくってい

くというようなことをイメージしております。 

 実際に文科省が何か補助金を出してこういうこと

をやってくださいというのではなくて、アクターの

皆さんからのデジタル技術を活用して大学教育を良

くしたいというイノベーションの思いを形にしてい

くというようなプロセスを応援するというのがこの

スキームD になります。 

 

資料 25 スキーム D 概要（３） 

 

 コミュニティの構築という点で、Web アクター、

Pitch アクターとありますが、提案していただいた

方々に対してはアイデアを掲載したりですとか、や

はりメンタリングみたいなところで応援してくれる

サポーターをつなぐ、そういった個の支援というも

のをしておりますし、同じ思いを持つ方々の交流の

場というものもオンライン上に形成したり、そうい

ったものを進めております。 

 

資料 26 コミュニティの構築 

 

 このスキームDを実施していく上の応援団ですが、

溝上先生がチェアマンとして、高大接続やアクティ

ブラーニングの専門の先生ですけれども、民間の

NewsPicks の編集長の方や、あるいは教育イノベーシ

ョン協議会の EDTech 分野の先生、あるいはいわゆ

る企業を支援するような EDuLab の先生方が参画し

て、産官―官が入っていませんけれども、官は文科

省でして、産官学の連携でこのスキームD を進めて

いる形になります。 

 

資料 27 ステアリング・コミッティ-スキーム D 

 

 実際、こういった取組をする上で文科省、国が絡

むとうまくいかないことが多いので、スキームD に

ついては支援機関として CiC というような、ベンチ

ャーを支援するようなコミュニティ支援の企業に応

援をいただきながら、各種のイベントやプログラム

を実施しているところになります。 



 

 

 

 
資料 28 2021年度 スキーム D支援機関 

 

 今年度、University Pitch というものを秋に開催しま

して、期間と宣伝不足で応募総数はそれほど多くあ

りませんでしたが、いろんな分野の先生方にご発表

いただきました。 

 公開動画を貼り付けております。YouTube で見れ

るようになっておりますので、お時間あるときにご

覧いただければと思います。 

 
資料 29 University Pitch and Conference 

 

 ピッチアクターのアイデアは、ここに書いてある

とおり医療系がやはり何となく多いなという印象を

受けましたが、土木の提案ですとか、面白かったの

は大学院生の提案、学部生が提案したんですけれど

も、大学院生を対象としたいわゆるプレ FD の実施

大学が少ないとか、大学院生同士のコミュニケーシ

ョンが少ないので、こうしたコミュニティをつくり

たいんだという応募ですとか、あるいは一番下には

大規模なアクティブラーニングをできるようないわ

ゆるツール、Learn Wiz One というのはもうほぼ出来

上がっておりますが、それの実証を拡大していくと

いうところでの参加者を募る、そういった提案もご

ざいました。 

 

資料 30 ピッチアクターのアイデア例 

 

 こういう形で、スキームD のホームページにいろ

んな提案というか、こういう人を求めているという

ようなお知らせも載せてございますので、ぜひこう

いうのをご覧いただくとともに、来年度も実施して

いく予定にしておりますので、ぜひこのスキーム D

をうまく使って、先生方あるいは学部の、こういっ

たことにチャレンジしたいという提案をお寄せいた

だけると非常にうれしいなと思っております。 

 これを出すことによっていろんな人からのコンタ

クトが得られたというような声も聞こえています。 

 
資料 31 スキーム D コミュニティ構築 

 

 また、広く社会に発信するためにスキームＤ専用

のフェイスブックを出しています。 



 

 

 

 
資料 32 スキーム D Facebookページ 

 

 こういった技術があるよという提案について２月

にスタートアップのピッチイベントを開催しますの

で、そういった中でこういう技術があればよいので

はないかという提案が出る可能性もございますので、

お楽しみにしていただきたいなと思います。 

 

資料 33 Startup Pitch and Conference 

 

８．おわりに 

 実際の成果としては、まだ始まったばかりですの

で大きな効果というものはないんですけれども、大

学の先生の提案に対して起業家がうまくマッチング

をして共同研究につながった事例ですとか、あとは

企業のアイデア、こういうのを実証したいというと

ころで大学のほうが手を挙げて、大学をフィールド

にして今実証実験が始まっているというような事例

が出てきているところです。 

 このスキームDは旧来型の文科省の支援事業とは

全然 180 度違う取組でございまして、文科省のビジ

ネスモデルを変えていく、文科省自身が変わるとい

う意味もございますし、大学の教育が変わっていく

ということをぜひ応援したいなと思っております。 

 また、イノベーションは「個」からと申しましたが、

その「個」を組織的にコミュニティとして応援でき

るようなスキームをぜひつくっていきたいなという

ふうに思っています。 

 ここはなかなかイメージが湧きにくい支援事業で

すが、参画することによってそれが広がりを見せて

いくような、そういった運動をぜひ続けていきたい

と思っておりますので、ぜひご関心がある先生方、

コミュニティの皆さまには応援いただきたいなとい

うふうに思います。 

 

 本日のシンポジウム、そのほかの先生方からは DX

の取組ですとか、数理・データサイエンス・AI のお

話もいただけるようですので、ぜひ本日のシンポジ

ウムが実りある会になるように祈念をいたしまして、

私からの説明とさせていただきます。 

 

資料 34 スキーム D 狙い 

  

以上です。ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


